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研究成果の概要（和文）：全国28市町村の要介護認定を受けていない65歳以上の高齢者を対象に2010年度に自記
式郵送調査を行い、2019年度の再調査を含め、追跡調査を行った。また、2010年及び2015年国勢調査データか
ら、対象地域について学校区別に人口増減率を求めた。その結果、人口減少が大きい地域において、また転居者
において抑うつ傾向割合が高い結果であった。ただし、スポーツのグループ等への参加頻度が高い群では転居者
で抑うつ傾向が低い傾向であった。また、転居により近隣の生鮮食料品店が増えた人では抑うつ度が改善してい
た。その他、整備されたコホートデータを用いた研究による種々の結果が得られた。

研究成果の概要（英文）：A self-administered mail survey was conducted in 2010 among older people 
aged 65+ who were not certified for long-term care in 28 municipalities nationwide, with a follow-up
 survey including a re-survey in 2019. In addition, population change rates were determined by 
school district for the target areas based on 2010 and 2015 census data. The results showed that the
 percentage of depressive tendencies was higher in areas with large population declines and among 
those who had moved their residence. However, the group that participated in sports groups more 
frequently tended to have a lower tendency toward depression among those who moved to a new area. In
 addition, those who had more fresh food stores in their neighborhoods due to relocation showed 
improved depression. Various other results were obtained from studies using well-developed cohort 
data.
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  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
人口減少は、重要な課題であり、その対応策として、中心市街地に集住するコンパクトシティが注目されてい
る。そこで、この研究は地域の人口減少や転居の健康影響、都市機能充実との関連等を明らかにすることを目的
とした。人口減少や転居等の要因に関して健康影響を検討した研究は少なく、学術的な意義が高い。また、人口
減少や転居は一般的に健康に悪い影響があるものの、スポーツのグループに積極的に参加している人などの個人
属性の人や、生鮮食料品店が近くにある近隣環境が良好な地域への転居などは健康に良い影響がある結果が得ら
れた。コンパクトシティの推進の判断や留意点の検討等に貢献する社会的意義のある研究となった。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
 
 
１．研究開始当初の背景 
 人口減少は、日本のみならず国際的にも多くの国が直面する重要な課題である。人口減少地域
においては、地域組織の崩壊、商店や医療施設を始めとした生活関連施設の維持困難によるアク
セシビリティ低下等の問題が生じ、活動性やひいては健康への負の影響が懸念される。そこで、
その対応策としてコンパクトシティが注目されている。主として経済、地域社会・都市計画、社
会保障、財政の分野において議論されることが多い。例えば、青森市は除雪・排雪の財政負担か
ら、コンパクトシティ化をいち早く進めているなど、事例報告は種々行われている。しかしなが
ら、人口減少の健康影響や、コンパクトシティの健康への効果などに関する研究は数える程であ
る。稀少な先行研究としては、Wojan ら（2015）は、米国においてコンパクトシティとスプロ
ール化（無秩序拡大）している都市とで運動習慣や BMIを比較したところ、予想に反して差異
が見られなかったことを報告している。Stevensonら（2016）は、Lancet 誌において、健康影
響評価の手法を用いて、コンパクトシティ化により交通手段を自家用車中心から徒歩や公共交
通機関にシフトすることにより非感染性疾患の減少等が期待できることを推計している。一方
で、コンパクトシティ化を進めようとすると、周辺部から中心市街地への積極的な転居が必要と
なる。しかしながら、住み慣れた土地に住み続けたいという高齢者も多く、その気持ちは尊重す
る必要がある。また、転居により近隣の友人関係等が分断されるおそれがある。ただ、総合的に
みて、人口が保たれている地域への転居が、本人の健康にとってメリットの方が大きいのであれ
ば、それを明らかにして、情報提供していく必要がある。Litwak(1987)は、高齢者の転居の理由
として、便利さを求める、子どもなど介護できる人との同居、施設への入所の３つのパターンに
分類している。後者２件は健康状態の悪化により転居することが多いが、便利さを求めて積極的
に転居した場合の健康へのメリットを明らかにする必要がある。 
 
２．研究の目的 
 研究課題の核心をなす学術的問いは、人口減少は健康に負の影響を与えるのか、またコンパク
トシティは人口減少による健康への負の影響を抑制するのかである。この研究の目的は、(1) 地
域の人口減少の健康への影響を明らかにすること、(2) 転居の健康への正及び負の影響を明らか
にすること、(3) 都市機能充実の健康への影響及び転居や人口減少との交互作用を明らかにする
ことである。 
 
３．研究の方法 
 研究の基本デザインはコホート研究である。人口減少等の曝露の、健康指標等の帰結との関連
について、都市機能等の交互作用を考慮しながら分析した。具体的には、我々は、日本老年学的
評価研究（JAGES）の一貫として、2010 年度に全国 28 市町村の要介護認定を受けていない 65歳
以上の高齢者 16 万 9千人を対象に自記式郵送調査を行い、11 万 2 千人の回答（回収率 66.3%）
を得た。この地域の高齢者がこの研究の対象者であり、このデータを基本的にベースラインデー
タとした。2019 年度に、対象市町村と共同で抑うつ度や、手段的日常生活動作（IADL）、社会参
加の状況等を調査した。また、市町村の介護保険賦課情報の提供を受け要介護認定、死亡、転居
等を把握した。 
 さらに、2010 年及び 2015 年国勢調査データから、対象地域について学校区（約 500 学校区、
概ね日常生活圏域またはより小地域）別に人口増減率を求めた。 
 
４．研究成果 
(1) 転居の健康影響 
 2010 年度、2013 年度、2016 年度に継続的に調査を行ったデータを用いて、2013 年度に現在地
での居住年数が 3年以下と回答した人を転居群、3年超と回答した人を非転居群と操作的に定義
した。転居群か否かを説明変数、2016 年度の抑うつ傾向、主観的健康観を目的変数、性、年齢、
等価所得、2013 年度の抑うつ傾向または主観的健康観を調整変数としてロジスティック回帰分
析を行った。転居群の比率は、男で 1.8%、女で 1.9%、2010 年度時点の 64～74 歳で 2.1%、75 歳
以上で 1.5%であった。等価所得 200 万円未満で 2.2%、200 万円以上で 1.4%、2010 年度時点の住
宅が持ち家で 0.9%、賃貸等で 10.2%（転居群のうち持ち家は 43.8%）、2013 年度時点で主観的健
康観良好群で 1.8%、不良群で 2.2%（転居群のうち良好は 77.8%）であった。転居の 2016 年度の
抑うつ傾向へのオッズ比(OR)は、1.41 (p=0.02)と有意に高かった。種々の属性別に見ると、2013
年度におけるスポーツのグループ等への参加頻度が週 1～月 1 回参加群で OR が 0.745 と有意で
はないが抑うつリスクが低い傾向であった。転居の 2016 年度の主観的健康観良好への OR は
1.284 と有意ではないが良い傾向であった。転居は全体としては高齢者のメンタルヘルスに好ま
しくないという結果であったが、高齢者の状況によって、また健康指標の種類によっては良い影
響の可能性も考えられた。また、健康状態が不良の方が転居比率が高かったが、転居群の中では
健康良好な人の方が多かった。 
 



(2) 人口減少の健康影響 
 Geriatric Depression Scale (GDS)により 5点以上の者を抑うつ傾向ありとした。男女及び
前期・後期高齢者の 4階層について、等しい重みで直接法年齢調整を行った。人口減少は、2010
年と 2015 年の国勢調査による小地域別の人口から、小学校区単位の人口の増減率を集計した。
なお、都市度区分として、可住地人口密度（1平方キロ当たり人口）によって、1,500 人以上の
市町村を都市、1,000～1,499 人の市町村を準都市、1,000 人未満の市町村を農村とした。人口増
減率は概ね 5分位になるように区分し、－7％未満を減少大、－7％～－3％未満を減少中、－3％
～＋1％未満を不変、＋1％～＋4％未満を増加中、＋4％以上を増加大とした。一般線形モデルを
用いて、都市度を共変量として、人口増減区分別の平均の抑うつ傾向割合と 95％信頼区間を求
めた。なお、各小学校区の回答者数に比例した重みを与えて分析を行った。その結果、人口増減
率が 0％未満の小学校区（人口減少地域）は都市で 44.6%、準都市で 55.7%、農村で 74.4%、全体
で 58.8%であった。全体での抑うつ傾向割合は 21.0％であった。人口増減区分別の抑うつ傾向割
合の平均（95%信頼区間）は、減少大：22.2% (21.3%-23.1%)、減少中：21.1% (20.0%-22.2%)、
不変：21.5% (20.7%-22.3%)、増加中：19.5% (18.6%-20.4%)、増加大：19.6% (18.4%-20.7%)で
あり、人口増減区分と有意な関連がみられた（p＜0.001）。人口減少大の地域では抑うつ傾向割
合が最も高く、人口減少は住民の抑うつ傾向に影響する可能性が考えられた。一方で、減少大で
も抑うつ傾向が少ない地域もあった。都市部、準都市部、農村部のいずれについてもそのような
地域がみられた。 
 
(3) 都市機能の健康影響との関連 
 2013 年度と 2019 年度の両方の調査に回答した高齢者についての分析を行った。2019 年度の
調査で、今住んでいるところに住んでいる期間が 6年以下の場合に転居群、それより長い場合は
非転居群とみなした。あなたの家から徒歩圏内（おおむね 1キロ以内）に、運動や散歩に適した
公園や歩道（公園や歩道）、生鮮食料品（肉、魚、野菜、果物など）が手に入る商店・施設・移
動販売（生鮮食料品店）がどのくらいあるかを聞いた。また、GDS(Geriatric Depression Scale)15
項目版による抑うつ度の点数（0～15 点）、スポーツ関係のグループやクラブ、趣味関係のグル
ープへの週当たりの参加回数について分析を行った。一般線形モデルで、性、年齢階級を調整し
た分析を行った。転居群 1,168 人（3.2%）、非転居群 35,725 人（93.6%）であった。転居群につ
いて、2013 年度と 2019 年度の回答を比較したところ、公園や歩道が増えたのは 303 人（26.8%）、
同じ 588 人（52.1%）、減った 238 人（21.1%）であった。生鮮食料品店が増えたのは 363 人（32.3%）、
同じ 573 人（50.9％）、減った 189 人（16.8%）であった。転居前後の近隣環境別の、GDS 点数の
増減の平均値は、公園や歩道が増えた人で-0.071 点、同じ人で+0.021 点、減った人で+0.726 点
で有意な差がみられた（p=0.045）。また、生鮮食料品店が増えた人で-0.365 点、同じ人で+0.286
点、減った人で+0.589 点で有意差が見られた（p=0.034）。スポーツ関係のグループやクラブ、
趣味関係のグループへの参加回数の変化については、有意な関連は見られなかった。転居群では、
近隣環境が悪化した人より、良好になった人の方が多く、近隣環境、特に買い物等を考慮して転
居したことが考えられる。近隣環境が良好になった人の方が、抑うつ度が改善しており、積極的
な転居が健康に良い影響をもたらす可能性が示唆された。 
 
(4) コホートデータを用いた種々の検討 
 2010 年度のベースライン調査時点での活動性の変数として外出頻度および 1 日あたりの平均
歩行時間の状況別の、その後約 5年間の介護費用額を分析した。その結果、介護費用額は外出頻
度が「ほぼ毎日」で 23 万円、「週 2-3 回」で 27万円，「週 1回以下」で 30万円と、有意な差が
あった。また、1日の平均歩行時間が「60分以上」で 21 万円なのに対し「30分未満」では 32万
円で有意な差がみられた。高齢者の活動性を維持・向上させることで介護費用の増加を抑えられ
る可能性が示唆された。高齢者の運転免許の返納が促されている現在、コミュニティバス等の公
共交通は免許返納後の有力な代替手段の一つであると考えらる。自治体によるコミュニティバ
ス路線のほとんどは赤字路線となっているが、これらのバスが高齢者の外出の減少を防ぐこと
に貢献しているなら、単なる交通分野の事業としては赤字であっても、介護分野における費用の
損失を防ぐことで自治体全体の支出を抑えることに貢献している可能性がある。本研究の成果
はこのようなクロスセクターベネフィット（ある分野の事業が他の分野にもたらす利益）を評価
する際に有用であ ると考えられる。 
 その他、日本老年学的評価研究（JAGES）として、整備されたコホートデータを用いて種々の
検討を行った。 
 
(5) 研究成果の意義 
 人口減少や転居等の要因に関して健康影響を検討した研究は少なく、この研究によりコンパ
クトシティの推進の判断や留意点の検討等に貢献する成果が得られた。 
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